
○ 景観法（平成十六年法律第百十号） （抄） 

 

（景観計画） 

第八条 景観行政団体は、都市、農山漁村その他市街地又は集落を形成している地域及びこれと一体と

なって景観を形成している地域における次の各号のいずれかに該当する土地（水面を含む。以下この

項、第十一条及び第十四条第二項において同じ。）の区域について、良好な景観の形成に関する計画

（以下「景観計画」という。）を定めることができる。 

一 現にある良好な景観を保全する必要があると認められる土地の区域 

二 地域の自然、歴史、文化等からみて、地域の特性にふさわしい良好な景観を形成する必要がある

と認められる土地の区域 

三 地域間の交流の拠点となる土地の区域であって、当該交流の促進に資する良好な景観を形成する

必要があると認められるもの 

四 住宅市街地の開発その他建築物若しくはその敷地の整備に関する事業が行われ、又は行われた土

地の区域であって、新たに良好な景観を創出する必要があると認められるもの 

五 地域の土地利用の動向等からみて、不良な景観が形成されるおそれがあると認められる土地の区

域 
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